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第５部　介護保険事業計画

第1 　居宅サービスの充実
	高齢者の生活の基盤は自宅であり、できる限り住み慣れた地域や家庭で生活することを高齢者の多くが望んでいます。

本市では、在宅の要介護認定者が、いつでも、どこでも、必要なときに、居宅サービスを受けることができるよう、サービス提供体制の充実に努めてきました。今後は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護や小規模多機能型居宅介護などの地域密着型サービスを含めた居宅サービス全体の充実を図っていきます。
さらに、要支援認定者が要介護に陥らないよう介護予防サービスの充実に努めます。


居宅サービス受給対象者数と受給者数の推計
表４－４の要支援・要介護認定者数の推計から、入居・入所サービス受給者の推計値を引いたのが居宅サービス受給対象者数です。

居宅サービス受給者数は、居宅サービス受給対象者数に平成22年度・平成23年度の居宅サービス受給率を勘案して決定した受給率を掛けて算出しました。

表５－1 　居宅サービス受給対象者数と受給者数    
単位：人
	区　分
	受給対象者数
	受　給　者　数

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要支援１

要支援２

要介護１
要介護２
要介護３
要介護４
要介護５
	3,282

3,059

2,673
2,761
1,448
695
734
	3,377

3,440

2,832

2,997
1,510
732
852
	3,471

3,836

3,018
3,244
1,546
740
935
	1,608

1,988

1,978
2,319
1,245
577
551
	1,655

2,236

2,095

2,518
1,299
608
639
	1,701

2,493

2,233
2,725
1,330
614
701

	合　計
	14,652
	15,740
	16,790
	10,266
	11,050
	11,797


2 　訪問系サービス
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　訪問介護
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平成19年度以降の訪問介護の利用者数は、ほぼ横ばいとなっており（39頁参照）、平成24年度から定期巡回・随時対応型訪問介護看護が開始されるため、重度者の利用が減少すると考えられます。

介護予防訪問介護サービスについては、「指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」（平成18年厚生労働省令第35号）において、「利用者が、可能な限り、自ら家事等を行うことができるよう配慮するとともに、利用者の家族、地域の住民による自主的な取組等による支援、他の福祉サービスの利用の可能性についても考慮しなければならないこと」としており、今後、これを踏まえて指導していきます。
表５－2 　訪問介護の利用者数と必要サービス量

	区　　分
	利用者数（人／月）
	必要サービス量（回／月）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要支援１
	800
	820
	840
	800
	820
	840

	要支援２
	780
	800
	820
	780
	800
	820

	要支援計
	1,580
	1,620
	1,660
	1,580
	1,620
	1,660

	要介護１
	692
	721
	750
	7,732
	8,056
	8,380

	要介護２
	785
	833
	882
	12,327
	13,091
	13,856

	要介護３
	361
	361
	361
	7,971
	7,971
	7,971

	要介護４
	200
	180
	160
	5,672
	5,105
	4,538

	要介護５
	250
	240
	230
	8,408
	8,072
	7,736

	要介護計
	2,288
	2,335
	2,383
	42,110
	42,295
	42,481


（注）要支援１・２の「必要サービス量（回／月）」は、「必要サービス量（人／月）」である。
(2) 　定期巡回・随時対応型訪問介護看護

平成24年度から、定期巡回・随時対応型訪問介護看護が地域密着型サービスに位置づけられました。このサービスは、重度者をはじめとした要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が密接に連携しながら、短時間の定期巡回型訪問と随時の対応を行うものです。本市においては、平成23年11月からモデル事業として、２か所の事業所が定期巡回・随時対応型訪問介護看護に取り組んでいます。

表５－3 　定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用者数と必要サービス量

	区　　分
	利用者数（人／月）
	必要サービス量（回／月）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要介護１
	-
	-
	-
	-
	-
	-

	要介護２
	-
	-
	-
	-
	-
	-

	要介護３
	10
	20
	30
	300
	600
	900

	要介護４
	30
	60
	90
	900
	1,800
	2,700

	要介護５
	60
	120
	180
	1,800
	3,600
	5,400

	合　　計
	100
	200
	300
	3,000
	6,000
	9,000


(3) 　訪問入浴介護

訪問入浴介護は、自宅で入浴できない人が利用するサービスであり、軽度認定者の利用は少ないと考えられます。
表５－4 　訪問入浴介護の利用者数と必要サービス量

	区　　分
	利用者数（人／月）
	必要サービス量（回／月）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要支援１
	-
	-
	-
	-
	-
	-

	要支援２
	5
	5
	6
	19
	22
	24

	要介護１
	6
	6
	7
	34
	33
	37

	要介護２
	30
	31
	33
	129
	137
	144

	要介護３
	21
	21
	20
	83
	81
	78

	要介護４
	34
	33
	33
	172
	165
	165

	要介護５
	104
	113
	121
	597
	651
	697

	合　　計
	200
	209
	220
	1,034
	1,089
	1,145


(4) 　訪問看護

訪問看護は、平成24年度から導入する定期巡回・随時対応型訪問介護看護により、重度利用者の比率が低下すると考えられます。
表５－5 　訪問看護の利用者数と必要サービス量

	区　　分
	利用者数（人／月）
	必要サービス量（回／月）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要支援１
	26
	26
	27
	76
	77
	79

	要支援２
	97
	109
	120
	448
	500
	553

	要介護１
	124
	127
	131
	580
	597
	615

	要介護２
	213
	225
	236
	1,182
	1,245
	1,307

	要介護３
	144
	144
	144
	888
	888
	888

	要介護４
	110
	110
	110
	687
	687
	687

	要介護５
	220
	220
	220
	2,127
	2,127
	2,127

	合　　計
	934
	961
	988
	5,988
	6,121
	6,256


(5) 　訪問リハビリテーション

平成18年度以降、訪問リハビリテーションの利用量が増加しており、今後もこの傾向は続くと考えられます。
表５－6 　訪問リハビリテーションの利用者数と必要サービス量

	区　　分
	利用者数（人／月）
	必要サービス量（回／月）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要支援１
	3
	3
	3
	23
	23
	23

	要支援２
	8
	9
	10
	54
	63
	68

	要介護１
	15
	16
	17
	151
	161
	171

	要介護２
	45
	47
	49
	474
	495
	516

	要介護３
	27
	27
	27
	259
	259
	259

	要介護４
	30
	31
	32
	331
	343
	354

	要介護５
	35
	36
	37
	414
	426
	438

	合　　計
	163
	169
	175
	1,706
	1,770
	1,829


(6) 　居宅療養管理指導

居宅療養管理指導の利用者は、年々増加しており、それを踏まえて利用者数を算出しました。

表５－7 　居宅療養管理指導の利用者数

	区　　分
	利用者数（人／月）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要支援１
	25
	26
	27

	要支援２
	84
	90
	95

	要介護１
	271
	284
	297

	要介護２
	430
	458
	486

	要介護３
	435
	439
	442

	要介護４
	310
	320
	330

	要介護５
	433
	470
	523

	合　　計
	1,988
	2,087
	2,200


3 　通所・短期入所サービス
(1) 　通所介護
デイサービスセンターは、市内に99か所あり、やや供給過剰となっています。今後、市内に介護保険施設や小規模多機能型居宅介護施設が整備されることを見込んで、目標値を算出しました。
表５－8 　通所介護の利用者数と必要サービス量

	区　　分
	利用者数（人／月）
	必要サービス量（回／月）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要支援１
	578
	591
	604
	578
	591
	604

	要支援２
	791
	885
	979
	791
	885
	979

	要支援計
	1,369
	1,476
	1,583
	1,369
	1,476
	1,583

	要介護１
	1,084
	1,130
	1,175
	10,439
	10,876
	11,312

	要介護２
	1,051
	1,117
	1,182
	10,479
	11,130
	11,782

	要介護３
	555
	555
	555
	6,412
	6,412
	6,412

	要介護４
	281
	261
	242
	2,922
	2,714
	2,517

	要介護５
	246
	250
	253
	2,667
	2,710
	2,742

	要介護計
	3,217
	3,313
	3,407
	32,919
	33,842
	34,765


（注）要支援１・２の「必要サービス量（回／月）」は、「必要サービス量（人／月）」である。
(2) 　通所リハビリテーション
通所リハビリテーションは、サービス利用者数、利用回数とも、横ばい傾向にあり、それを見込んだ目標値となっています。
表５－9 　通所リハビリテーションの利用者数と必要サービス量

	区　　分
	利用者数（人／月）
	必要サービス量（回／月）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要支援１
	114
	116
	119
	114
	116
	119

	要支援２
	283
	316
	350
	283
	316
	350

	要支援計
	397
	432
	469
	397
	432
	469

	要介護１
	351
	365
	380
	3,183
	3,316
	3,449

	要介護２
	481
	511
	541
	4,862
	5,166
	5,469

	要介護３
	240
	240
	240
	2,378
	2,378
	2,378

	要介護４
	120
	120
	120
	1,170
	1,170
	1,170

	要介護５
	70
	70
	70
	589
	589
	589

	要介護計
	1,262
	1,306
	1,351
	12,182
	12,619
	13,055


（注）要支援１・２の「必要サービス量（回／月）」は、「必要サービス量（人／月）」である。
(3) 　認知症対応型通所介護

市内の認知症対応型通所介護提供施設は、平成23年度末に16か所となり、その定員の合計は174人です。
表５－10 　認知症対応型通所介護の利用者数と必要サービス量

	区　　分
	利用者数（人／月）
	必要サービス量（回／月）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要支援１
	-
	-
	-
	-
	-
	-

	要支援２
	5
	6
	7
	20
	25
	28

	要介護１
	38
	39
	41
	393
	403
	424

	要介護２
	53
	57
	60
	572
	616
	648

	要介護３
	46
	46
	46
	558
	558
	558

	要介護４
	29
	27
	25
	391
	364
	337

	要介護５
	10
	10
	10
	86
	86
	86

	合　　計
	181
	185
	189
	2,020
	2,052
	2,081


(4) 　小規模多機能型居宅介護

小規模多機能型居宅介護提供施設は、市内に10か所あり、さらに平成23年度中に４か所整備される予定です。小規模多機能型居宅介護提供施設は、要支援・要介護認定者の住居以外の居場所です。
表５－11 　小規模多機能型居宅介護の利用者数

	区　　分
	利用者数（人／月）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要支援１
	2
	2
	2

	要支援２
	10
	12
	14

	要介護１
	52
	60
	70

	要介護２
	58
	75
	85

	要介護３
	60
	70
	80

	要介護４
	35
	40
	45

	要介護５
	40
	45
	50

	合　　計
	257
	304
	346


(5) 　短期入所

短期入所の提供施設としては、短期入所施設、介護老人福祉施設、介護老人保健施設および介護療養型医療施設がありますが、介護療養型医療施設は平成29年度末までになくなります。さらに、近年になって市外事業者のサービス提供量の割合が高くなっています。これらのことを勘案して、計画期間中に短期入所施設の整備をめざします。
表５－12 　短期入所の利用者数と必要サービス量

	区　　分
	利用者数（人／月）
	必要サービス量（日／月）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	短期入所生活介護
	要支援１
	7
	7
	7
	37
	38
	39

	
	要支援２
	22
	24
	27
	127
	142
	158

	
	要介護１
	144
	150
	156
	1,085
	1,130
	1,176

	
	要介護２
	256
	272
	288
	2,415
	2,566
	2,717

	
	要介護３
	272
	272
	272
	3,481
	3,481
	3,481

	
	要介護４
	204
	190
	176
	3,040
	2,832
	2,623

	
	要介護５
	168
	171
	173
	2,115
	2,145
	2,174

	
	合　　計
	1,073
	1,086
	1,099
	12,300
	12,334
	12,368

	短期入所療養介護
	要支援１
	1
	1
	1
	3
	3
	3

	
	要支援２
	3
	4
	4
	15
	17
	18

	
	要介護１
	16
	16
	17
	56
	59
	61

	
	要介護２
	37
	40
	42
	218
	231
	245

	
	要介護３
	34
	34
	34
	212
	212
	212

	
	要介護４
	30
	28
	26
	298
	278
	258

	
	要介護５
	28
	29
	29
	273
	276
	280

	
	合　　計
	149
	152
	153
	1,075
	1,076
	1,077


4 　その他の居宅サービス
福祉用具貸与、特定福祉用具販売および住宅改修費の目標量は次のとおりです。
表５－13 　福祉用具貸与の利用者数

	区　　分
	利用者数（人／月）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要支援１
	440
	450
	460

	要支援２
	850
	951
	1,052

	要介護１
	647
	674
	701

	要介護２
	1,465
	1,556
	1,647

	要介護３
	814
	814
	814

	要介護４
	516
	480
	445

	要介護５
	538
	545
	553

	合　　計
	5,270
	5,470
	5,672


表５－14 　特定福祉用具販売の利用者数と給付費

	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	利用者数（人／年）
	1,900
	1,900
	1,900

	給付費（千円／年）
	43,330
	43,330
	43,330


表５－15 　住宅改修費の支給
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	利用者数（人／年）
	1,500
	1,500
	1,500

	給付費（千円／年）
	149,500
	149,500
	149,500


第2 　居宅介護支援・介護予防支援の推進
	地域包括支援センターが導入されてから６年経過し、その業務も軌道に乗りました。また、市内の居宅介護支援事業者は100か所を超えており、適切なケアマネジメントが行われています。これからも、利用者の立場を踏まえた居宅介護支援・介護予防支援に努めていきます。


高齢化、長寿化の進行に伴って、要支援・要介護認定者および居宅サービス受給者が増加するため、居宅介護支援・介護予防支援の利用者も増加します。
本市は、平成25年度から介護予防・日常生活支援総合事業に取り組む予定です。この事業を推進する中核である地域包括支援センターの職員増などの機能強化に努めます。

表５－16 　居宅介護支援・介護予防支援の利用者数と必要サービス量

	区　　分
	利用者数（人／月）
	必要サービス量（人／年）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	介護予防支援
	要支援１
	1,556
	1,617
	1,679
	18,672
	19,404
	20,148

	
	要支援２
	1,803
	1,851
	1,900
	21,636
	22,212
	22,800

	
	小　　計
	3,359
	3,468
	3,579
	40,308
	41,616
	42,948

	居宅介護支援
	要介護１
	1,899
	1,950
	2,000
	22,788
	23,400
	24,000

	
	要介護２
	2,166
	2,233
	2,300
	25,992
	26,796
	27,600

	
	要介護３
	1,105
	1,200
	1,285
	13,260
	14,400
	15,420

	
	要介護４
	560
	590
	600
	6,720
	7,080
	7,200

	
	要介護５
	540
	620
	672
	6,480
	7,440
	8,064

	
	小　　計
	6,270
	6,593
	6,857
	75,240
	79,116
	82,284

	合　　計
	9,629
	10,061
	10,436
	115,548
	120,732
	125,232


第3 　入居・入所サービスの拡充
	ひとり暮らしの高齢者が増加しています。ひとり暮らしの高齢者が要介護になった場合、自宅で暮らすことが困難なこともあります。自宅で暮らすことができなくなった重度の要介護認定者が居住する場を選択できるよう、快適に暮らすことのできる入居・入所施設の整備を促進します。


1 　入居サービス

(1) 　特定施設入居者生活介護

特定施設は、計画期間中に整備する予定はありません。特定施設は、地域密着型特定施設に入居できない要支援認定者も入居できます。
表５－17 　特定施設入居者生活介護の利用者数

	区　　分
	利用者数（人／月）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要支援１
	5
	2
	-

	要支援２
	18
	10
	5

	要介護１
	53
	56
	60

	要介護２
	56
	62
	66

	要介護３
	40
	44
	46

	要介護４
	33
	35
	36

	要介護５
	28
	29
	29

	合　　計
	233
	238
	242


(2) 　地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型特定施設は、要支援認定者は入居できません。

表５－18 　地域密着型特定施設入居者生活介護の利用者数
	区　　分
	利用者数（人／月）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要介護１
	9
	9
	9

	要介護２
	26
	26
	26

	要介護３
	12
	12
	12

	要介護４
	6
	6
	6

	要介護５
	5
	5
	5

	合　　計
	58
	58
	58


(3) 　認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

グループホームは、市内に54施設、定員846人あります。平成23年度中に介護保険施設が337床増加するため、グループホーム入居者の入所が考えられ、当面、整備の必要はないと考えます。
表５－19 　認知症対応型共同生活介護の利用者数
	区　　分
	利用者数（人／月）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要支援１
	-
	-
	-

	要支援２
	4
	2
	-

	要介護１
	161
	161
	162

	要介護２
	222
	223
	224

	要介護３
	220
	221
	221

	要介護４
	140
	140
	140

	要介護５
	88
	88
	88

	合　　計
	835
	835
	835


2 　入所サービス

(1) 　介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

介護老人福祉施設および地域密着型介護老人福祉施設は、平成23年度中に337床分整備され、第５期計画期間中も整備する予定です。
表５－20 　介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の利用者数

	区　　分
	利用者数（人／月）

	
	介護老人福祉施設
	地域密着型介護老人福祉施設

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要介護１
	48
	31
	10
	-
	-
	-

	要介護２
	148
	141
	140
	4
	3
	1

	要介護３
	268
	262
	310
	14
	13
	12

	要介護４
	457
	478
	520
	17
	18
	22

	要介護５
	558
	587
	639
	23
	24
	29

	合　　計
	1,479
	1,499
	1,619
	58
	58
	64


(2) 　介護老人保健施設

介護老人保健施設は、平成29年度末に廃止される介護療養型医療施設入所者の受け皿になる可能性が高い施設であり、その整備を促進していきます。
表５－21 　介護老人保健施設の利用者数

	区　　分
	利用者数（人／月）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要介護１
	65
	60
	40

	要介護２
	190
	190
	190

	要介護３
	260
	259
	237

	要介護４
	369
	370
	387

	要介護５
	400
	405
	430

	合　　計
	1,284
	1,284
	1,284


(3) 　介護療養型医療施設

介護療養型医療施設は平成29年度末までに廃止されることになっていますが、その転換については、まだ明確に示されていません。
表５－22 　介護療養型医療施設の利用者数

	区　　分
	利用者数（人／月）

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	要介護１
	4
	2
	-

	要介護２
	14
	7
	1

	要介護３
	18
	9
	3

	要介護４
	55
	65
	70

	要介護５
	94
	102
	106

	合　　計
	185
	185
	180


第4 　施設の整備目標

1 　サービス提供事業所の充足状況

(1) 　居宅サービス

➊　訪問系サービス

訪問介護提供事業所は、平成19年10月に60か所でしたが、平成22年10月には83か所に増加しています。しかし、この間の訪問介護の介護報酬の伸びは４％にすぎません。また、訪問入浴介護も、利用回数が減少しているのに提供事業所が増加しています。この二つのサービスは、需要より供給の方が多いと考えられます。

訪問看護の主な提供事業所は訪問看護ステーションですが、この４年間に32か所から35か所に増加しました。この間のサービス提供回数は39.5％増加しています。この傾向が続くとすれば、事業所の増加あるいはサービス従事者の増加が必要です。訪問リハビリテーションも、この４年間に14事業所が18事業所に増加し、１月あたりサービス提供回数も4.6倍になっています。しかし、平成22年10月の訪問リハビリテーション提供回数2,975回は、１事業所あたりにすると165回にすぎません。

訪問系サービスは現状でほぼ充足していますが、訪問看護および訪問リハビリテーションの需要は今後高まると考えられます。なお、平成24年度から「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」に取り組む予定であり、これが既存の訪問系サービス実施事業所に与える影響もあると考えられます。

➋　通所サービス

表５－23は、通所介護、通所リハビリテーションおよび認知症対応型通所介護の市内施設数と１月あたりサービス提供回数をまとめたものです。通所サービス全体でみると、平成20年10月以降あまり増加していませんが、今後も高齢者の増加が見込まれることから、長期的にみれば施設の整備が必要と考えられます。しかし、利用定員および市外施設利用者を考慮しないで計算すると、この５年間の施設増加率は25.5％、これに対して提供回数増加率は10.2％になります。表５－24は、平成23年７月現在の通所サービス提供施設の定員数と１月あたりのサービス提供可能回数です。平成23年７月現在の１月あたりのサービス提供可能回数は95,836回であり、平成23年10月のサービス提供回数48,015回を大きく上回っています。さらに、平成23年度には介護老人福祉施設等が337床、第５期計画期間においても入所施設や小規模多機能型居宅介護施設が整備予定のため、利用者の一部が入所・利用されると考えられます。以上のことから、市内の通所サービス提供事業所は過剰と考えられ、経営の悪化が懸念されます。なお、第４期計画において、認知症対応型通所介護事業所は、13日常生活圏域に配置するとしていましたが、これを達成できていません。

表５－23 　通所サービス提供事業所数と１月あたり提供回数の推移

	区　　　分
	平成19年

10月
	平成20年

10月
	平成21年

10月
	平成22年

10月
	平成23年

10月

	通所介護
	事業所数（か所）
	81
	89
	91
	97
	99

	
	提供回数　（回）
	30,635
	33,944
	32,393
	33,599
	33,468

	通所リハビリテーション
	事業所数（か所）
	20
	19
	22
	21
	23

	
	提供回数　（回）
	12,301
	13,020
	13,346
	12,719
	12,534

	認知症対応型通所介護
	事業所数（か所）
	5
	6
	8
	11
	11

	
	提供回数　（回）
	627
	986
	1,478
	2,036
	2,013

	合　　　計
	事業所数（か所）
	106
	114
	121
	129
	133

	
	提供回数　（回）
	43,563
	47,950
	47,217
	48,354
	48,015


（注）事業所数は市内事業所数、提供回数は市外事業所分を含む。

表５－24 　通所サービス定員数とサービス提供可能回数（平成23年７月現在）

	区　　　分
	通所介護
	通所リハビリテーション
	認知症対応型通所介護
	合　　　　計

	定員数合計（人）
	2,709
	839
	138
	3,686

	提供可能回数（回）
	70,434
	21,814
	3,588
	95,836


（注）サービス提供可能回数は、定員数合計×26日で計算した。

➌　小規模多機能型居宅介護
小規模多機能型居宅介護施設は、平成23年度末までに14か所になる予定です。いずれも定員は25人なので、350人が利用可能です。小規模多機能型居宅介護は、介護、住まい、生活支援サービスが切れ目なく提供できるサービスです。小規模多機能型居宅介護施設を日常生活圏域別にみると、全くない圏域があるため、少なくとも各圏域に１か所は整備すべきと考えます。

➍　ショートステイ
高齢者等実態調査において、ケアマネジャーや介護予防サービス計画を担当している地域包括支援センター職員は、供給が最も不足している居宅サービスとして、ショートステイをあげています。そのため、平成23年度中にショートステイ専用床を83床整備することになっています。

表５－25 　居宅サービスの需給状況

	区　　　　分
	平成19年度～平成22年度
	市内事業所（定員）
	「不足」と答えた率
	評価

	
	利用者数
	給付額
	平成19年10月
	平成22年４月
	ケアマネ
	地域包括
	

	訪問介護
	4.7％増
	4.0％増
	60か所
	83か所
	9.1％
	11.1％
	○

	訪問入浴介護
	7.1％減
	6.3％減
	８か所
	10か所
	0.8％
	3.2％
	○

	訪問看護
	15.7％増
	34.5％増
	32か所
	35か所
	3.3％
	9.5％
	○

	訪問リハビリテーション
	19.2％増
	48.0％増
	14か所
	18か所
	13.2％
	15.9％
	△

	居宅療養管理指導
	34.7％増
	28.0％増
	109か所
	140か所
	0.4％
	3.2％
	○

	通所サービス
	通所介護
	11.2％増
	12.9％増
	81か所
	97か所
	1.2％
	6.3％
	◎

	
	通所リハビリテーション
	4.1％増
	13.2％増
	20か所
	21か所
	12.8％
	14.3％
	◎

	
	認知症対応型通所介護
	355％増
	369％増
	５か所
	11か所
	11.9％
	14.3％
	△

	
	小　　　　計
	11.4％増
	16.8％増
	106か所
	129か所
	－
	－
	－

	小規模多機能型居宅介護
	－
	－
	－
	８か所
	3.3％
	11.1％
	△

	短期入所
	短期入所生活介護
	35.4％増
	43.5％増
	20か所
	25か所
	55.6％
	42.9％
	▲

	
	短期入所療養介護
	17.4％減
	6.8％減
	11か所
	８か所
	29.2％
	19.0％
	△

	
	小　　　　計
	26.4％増
	35.8％増
	31か所
	33か所
	－
	－
	－

	福祉用具貸与
	32.0％増
	25.0％増
	－
	－
	－
	－
	○

	特定福祉用具販売
	－
	61.8％増
	－
	－
	－
	－
	○

	住宅改修費の支給
	40.5％増
	51.7％増
	－
	－
	－
	－
	○

	サービス計画
	居宅介護支援（要介護）
	26.9％増
	25.3％増
	103か所
	104か所
	－
	－
	○

	
	介護予防支援（要支援）
	5.3％増
	
	13か所
	13か所
	－
	－
	○

	
	小　　　　計
	11.7％増
	25.3％増
	116か所
	117か所
	－
	－
	－


（注）評価　◎過剰　○充足　△やや不足　▲不足

(2) 　入居・入所サービス

➊　入居サービス

市内の入居施設としては、特定施設（４施設・定員225人）、地域密着型特定施設（２施設・定員58人）、グループホーム（54施設・定員846人）があります。平成23年度中に介護老人福祉施設等が337床整備されるため、重度の入居者を中心に介護老人福祉施設等に入所される人もかなりいると推測され、入居施設を整備する必要性は低いと考えられます。

➋　入所サービス

平成23年度中に、介護老人福祉施設279床、地域密着型介護老人福祉施設58床、計337床整備される見込みとなっており、現在の入所待機者は解消される見通しです。しかし、介護療養型医療施設の減少・転換なども見込まれることから、第５期計画期間中には、ある程度の施設整備は必要と考えられます。

表５－26 　入居・入所サービスの需給状況
	区　　　　分
	入居・入所者数
	市内施設入居・入所者数
	市内施設定員数
	評価

	
	平成19年10月
	平成23年４月
	平成19年10月
	平成23年４月
	平成19年10月
	平成23年４月
	

	入居
	特定施設入居者生活介護
	149人
	274人
	90人
	232人
	135人
	283人
	○

	
	認知症対応型共同生活介護
	780人
	857人
	705人
	785人
	845人
	846人
	○

	入所
	介護老人福祉施設
	1,249人
	1,268人
	926人
	984人
	1,210人
	1,210人
	△

	
	介護老人保健施設
	952人
	1,085人
	777人
	941人
	1,175人
	1,285人
	△

	
	介護療養型医療施設
	328人
	194人
	309人
	154人
	357人
	235人
	－

	
	小　　　　計
	3,458人
	3,678人
	2,807人
	3,096人
	3,722人
	3,859人
	－


（注）１　評価　○充足　△やや不足　▲不足
　　　２　特定施設および介護老人福祉施設には、地域密着型施設を含む。
2 　サービス提供施設の整備目標
表５－27は、表５－25および表５－26のサービスの需給状況の評価に基づいた第５期介護保険事業計画の計画期間である平成24年度から平成26年度までの３年間のサービス提供施設の整備計画です。

小規模多機能型居宅介護事業所は、現在３圏域にありませんが、日常生活圏域毎に１か所整備することを目標とします。短期入所生活介護施設は、２か所、40床を目標に整備を促進します。

介護老人福祉施設は新規１か所（100床）、増床１か所（30床）、地域密着型介護老人福祉施設は１か所（29床）、合計３か所（159床）を目標とします。介護老人保健施設は、１か所（100床）を予定しています。これ以外に介護療養型医療施設および医療療養病床から転換があるかもしれません。

なお、定期巡回・随時対応型訪問介護看護については、初年度である平成24年度には３か所を目途に、その実施事業者を公募する予定です。
表５－27 　サービス提供施設の整備計画
単位：か所（定員）
	区　　　　分
	平成23年度末
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	累　計

	居宅サービス　　
	小規模多機能型居宅介護施設
	14 (  350)
	1 (25)
	1 ( 25)
	1 (25)
	17 (  425)

	
	短期入所生活介護施設
	31 (  579)
	-
	1 ( 20)
	1 (20)
	33 (  619)

	入居・入所

サービス　
	介護老人福祉施設
	18 (1,489)
	-
	1 (130)
	-
	19 (1,619)

	
	地域密着型介護老人福祉施設
	2 (   58)
	-
	-
	1 (29)
	3 (   87)

	
	介護老人保健施設
	14 (1,285)
	-
	-
	1 (100)
	15 (1,385)


（注）介護療養型医療施設および医療療養病床からの転換分は含まない。
表５－28 　日常生活圏域別施設整備計画

	区　　　分
	居宅サービス
	入居・入所サービス

	
	認知症対応型通所介護施設
	小規模多機能型居宅介護施設
	短期入所施設
	地域密着型特定施設
	認知症対応型共同生活介護施設
	介護老人福祉施設
	地域密着型老人福祉施設
	介護老人保健施設

	中　央
	中央北
	施設数（か所）
定員数　（人）
	( -)
( -)
	1 (  -)
25 (  -)
	- (  -)

- (  -)
	( -)

( -)
	(  2)

( 19)
	- (    -)

- (    -)
	- ( -)

- ( -)
	- (    -)

- (    -)

	
	中央南
	施設数（か所）
定員数　（人）
	( 2)
(24)
	- (  3)
- ( 75)
	- (  -)

- (  -)
	( -)

( -)
	(  4)

( 42)
	- (    -)

- (    -)
	- ( -)

- ( -)
	- (    2)

- (  145)

	西　　部
	日　光
	施設数（か所）
定員数　（人）
	( -)
( -)
	- (  1)
- ( 25)
	- (  2)

- ( 60)
	( -)

( -)
	(  7)

(122)
	- (    -)

- (    -)
	- ( -)

- ( -)
	- (    2)

- (  129)

	
	西　部
	施設数（か所）
定員数　（人）
	( 2)
(24)
	- (  1)
- ( 25)
	- (  4)

- ( 43)
	( -)

( -)
	(  2)

( 24)
	- (    3)

- (  240)
	- ( 1)

- (29)
	- (    2)

- (  196)

	
	岐　北
	施設数（か所）
定員数　（人）
	( -)
( -)
	- (  1)
- ( 25)
	- (  5)

- ( 78)
	( -)

( -)
	(  4)

( 54)
	- (    5)

- (  380)
	- ( -)

- ( -)
	- (    1)

- (  122)

	北　　部
	長　良
	施設数（か所）
定員数　（人）
	( 1)
(12)
	- (  1)
- ( 25)
	- (  1)

- ( 20)
	( -)

( -)
	(  1)

( 27)
	- (    1)

- (  100)
	- ( -)

- ( -)
	- (    -)

- (    -)

	
	北　部
	施設数（か所）
定員数　（人）
	( 1)
(12)
	1 (  -)
25 (  -)
	- (  1)

- ( 20)
	( -)

( -)
	(  2)

( 45)
	- (    1)

- (   80)
	- ( -)

- ( -)
	- (    -)

- (    -)

	
	北東部
	施設数（か所）
定員数　（人）
	( -)
( -)
	- (  1)
- ( 25)
	- (  3)

- ( 55)
	( -)

( -)
	(  4)

( 81)
	- (    1)

- (  110)
	- ( 1)

- (29)
	- (    -)

- (    -)


	南　　部
	市　橋
	施設数（か所）
定員数　（人）
	( 2)
(15)
	- (  1)
- ( 25)
	- (  4)

- ( 88)
	( -)

( -)
	(  8)

(132)
	- (    2)

- (  170)
	- ( -)

- ( -)
	- (    2)

- (  116)

	
	境　川
	施設数（か所）
定員数　（人）
	( 1)
( 3)
	- (  1)
- ( 25)
	- (  1)

- ( 20)
	( -)

( -)
	(  4)

( 63)
	- (    -)

- (    -)
	- ( -)

- ( -)
	- (    2)

- (  190)

	
	南　部
	施設数（か所）
定員数　（人）
	 ( 4)
 (48)
	- (  2)
- ( 50)
	- (  3)

- ( 60)
	( -)

( -)
	(  6)

( 84)
	- (    1)

- (   80)
	- ( -)

- ( -)
	- (    -)

- (    -)

	東　部
	長　森
	施設数（か所）
定員数　（人）
	 ( 2)
 (24)
	1 (  -)
25 (  -)
	- (  5)

- (110)
	 ( 2)
( 58)
	(  5)

( 90)
	- (    2)

- (  149)
	- ( -)

- ( -)
	- (    1)

- (   91)

	
	東　部
	施設数（か所）
定員数　（人）
	( 1)
(12)
	- (  2)
- ( 50)
	- (  2)

- ( 25)
	 ( -)

 ( -)
	(  5)

( 63)
	- (    2)

- (  180)
	- ( -)

- ( -)
	- (    2)

- (  296)

	合　計
	施設数（か所）
定員数　（人）
	( 16)
(174)
	3 ( 14)
75 (350)
	2 ( 31)
40 (579)
	 ( 2)

(58)
	( 54)

 (846)
	1 (   18)

130 (1,489)
	1 ( 2)

29 (58)
	1 (   14)

100 (1,285)


（注）１ （　）内は平成23年度までに整備済数値
　　　２　短期入所施設、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設および介護老人保健施設の整備圏域は未定
第5 　地域支援事業の推進
	活動的な状態にある高齢者を対象に生活機能の維持向上に向けた取組みを行う「一次予防」と、要支援又は要介護の状態になるおそれのある高齢者を対象に生活機能低下の早期発見・早期対応を行う「二次予防」に重点を置いた介護予防事業の推進に努めます。さらに、要介護認定者の家族介護者等の支援などについても本事業において推進します。
平成23年の介護保険法の改正により、介護予防・日常生活支援総合事業が創設されました。この介護予防・日常生活支援総合事業は、市町村の判断により、地域支援事業において、多様なマンパワーや社会資源の活用を図りながら、要支援者・二次予防事業の対象者に対して、介護予防や配食・見守り等の生活支援サービス等を総合的に提供することができる事業です。

この事業の導入により、

・要介護認定において、「要支援」と「非該当」を行き来するような高齢者に対して、切れ目のない総合的なサービスの提供

・虚弱・引きこもりなど要介護認定されない高齢者に対する円滑なサービスの導入

・自立や社会参加の意欲の高い人に対する、ボランティアによるこの事業への参加や活動の場の提供

などが可能になると考えられます。高齢者に対する介護予防・日常生活支援の推進および互助・インフォーマルな支援の推進の観点から、介護予防・日常生活支援総合事業に取り組むこととします。





1 　介護予防・日常生活支援総合事業

(1) 　二次予防事業

二次予防事業とは、要支援又は要介護の状態になるおそれのある高齢者を対象に、生活機能低下の早期発見・早期対応を行う介護予防事業です。

➊　二次予防事業の対象者の把握
二次予防事業の対象者の把握は、生活機能の低下が疑われる高齢者に対して行う基本チェックリストによる調査の結果により決定します。基本チェックリストの配布は、65歳以上の要支援・要介護認定者を除いた方を対象とします。表５－29の二次予防事業の対象者数は、高齢者等実態調査結果による36.2％（20頁参照）を基本チェックリスト回収者数に掛けました。
表５－29 　二次予防事業の対象者把握事業
単位：人
	区    分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	基本チェックリスト配布者数
基本チェックリスト回収者数
二次予防事業の対象者数
	19,000
13,300
4,815
	28,500
19,950
7,222
	29,000
20,300
7,349


➋　介護予防・日常生活支援総合事業

介護予防・日常生活支援総合事業の対象者は、要支援者と二次予防事業の対象者ですが、ここでは便宜上、二次予防事業の対象者について述べます。

ア　通所型介護予防事業

介護予防を目的として、地域包括支援センターが個別の対象者ごとに作成した介護予防プランに基づき、「運動器の機能向上」「認知症状の改善」「口腔機能の向上」等のプログラムについて、通所形態を基本として実施します。

・転ばぬ先の運動教室
運動器の機能低下の予防・向上や転倒骨折の防止を図るため、運動加算を申請している介護予防通所介護事業所に委託して転ばぬ先の運動教室を実施します。

・認知症予防教室

軽度の認知状態にある高齢者や認知症になるおそれのある高齢者等に対し、創作活動、趣味活動、運動やコミュニケーション活動などを認知症対応型通所介護事業所等で実施し、認知症予防に努めます。

・おいしく食べよう教室
口腔機能の低下が認められる高齢者に対して、嚥下機能の向上や口腔の清潔を図ることを目的に、市歯科医師会に委託しておいしく食べよう教室を実施します。
表５－30 　通所型介護予防事業の目標量

	区  　　　  分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	転ばぬ先の運動教室
	実施か所数（か所）
	26
	26
	26

	
	実施実人数（人）
	200
	250
	300

	
	実施延べ回数（回）
	2,400
	3,000
	3,600

	
	改善者数（人）
	60
	75
	90

	認知症予防教室
	実施か所数（か所）
	7
	7
	7

	
	実施実人数（人）
	80
	100
	120

	
	実施延べ回数（回）
	960
	1,200
	1,440

	
	改善者数（人）
	30
	35
	40

	おいしく食べよう教室
	実施か所数（か所）
	18
	18
	18

	
	実施実人数（人）
	200
	200
	200

	
	実施延べ回数（回）
	800
	800
	800

	
	改善者数（人）
	60
	60
	60


イ　訪問型介護予防事業
「うつ」「認知症」「閉じこもり」などのため、通所型介護予防事業に参加がむずかしいと思われる高齢者の自宅を訪問し、必要な援助や相談指導を行うことにより、状態の悪化を防止します。訪問型介護予防事業は、たんに家事援助サービスを提供するのではなく、二次予防に効果があると認められる高齢者を選定して行います。
表５－31 　訪問型介護予防事業の目標量

	区    分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	実施か所数（か所）
	13
	13
	13

	実施実人数（人）
	13
	13
	13

	実施延べ回数（回）
	156
	156
	156

	改善者数（人）
	8
	8
	8


ウ　介護予防配食サービス

低栄養など栄養改善を必要とする二次予防事業の対象者の個々のニーズに合わせた介護予防配食サービスを実施します。

表５－32 　介護予防配食サービスの目標量

	区    分
	平成25年度
	平成26年度

	実施実人数（人）
	70
	70

	配食延べ回数（回）
	25,550
	25,550

	改善者数（人）
	35
	35


エ　介護予防見守りサービス

二次予防事業の対象者でひとり暮らしの人等には、現在実施している「愛の一声運動」「友愛チーム・ふれあい訪問事業」「安否確認サービス事業」「緊急通報システム」により対応します。

➌　二次予防事業評価事業

二次予防事業について、事業が適切な手順・経過を経て実施されているか、介護予防の効果が表れているかなど、国が示す事業評価項目にそって年度ごとに事業評価を行います。

(2) 　一次予防事業 

一次予防事業とは、活動的な状態にある高齢者を対象に、生活機能の維持・向上に向けた取組みを行う介護予防事業です。
➊　介護予防普及啓発事業
介護予防のための基本的な知識の普及・啓発を図っていきます。
ア　高齢者の健康づくり読本
認知症やねたきりにならないための日常生活、食生活、高齢者のかかりやすい病気の解説と予防、市内の高齢者のための健康資源、相談機関などを収載した冊子をつくり、高齢者に配布します。

イ　いきいきシニア食生活支援事業

ひとり暮らし高齢者や夫婦のみの高齢者世帯が増加しており、高齢者の孤食、欠食が増加傾向にあります。そこで、地域で活動する団体と連携して、「食」の関心を高め、食の自立を図ることにより、高齢者の健康の維持・増進をめざします。

・老人クラブや各地域で実施しているふれあいいきいきサロン等において、低栄養を予防する食事の基本を身につけられるよう啓発します。

・関係機関、団体と連携して、高齢者自らが調理実習をすることにより、栄養や食材等に配慮し、気軽に食事に関わることができるよう、高齢者栄養教室の開催を支援します。
・高齢者の食生活改善に関わる地域のボランティア団体である食生活改善推進員の知識、技術の向上のための研修会を年１回開催します。

・食生活改善推進員の活動の充実を図るため、年１回、地域での支援活動の情報交換を行います。

表５－33 　いきいきシニア食生活支援事業の目標量

	区    　　　　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	高齢者栄養教室
	開催回数（回）
	110
	110
	110

	
	延べ参加人数（人）
	5,000
	5,000
	5,000

	食生活改善推進員研修会・情報交換会参加人数（人）
	各60
	各60
	各60


ウ　その他の一次予防事業

その他の一次予防事業として、元気健康推進事業、運動を通じた健康づくり支援事業、介護予防健康セミナー、転倒予防教室、運動指導事業、ＩＡＤＬ訓練事業、認知症介護教室、生活管理指導短期宿泊事業および健康スポーツ活動普及事業の９事業があり、その目標量は次のとおりです。

表５－34 　一次予防事業の目標量
	事　　　業　　　名
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	元気健康推進事業
	開催回数（回）
	1
	1
	1

	
	延参加人数（人）
	500
	500
	500

	運動を通じた健康づくり支援事業
	延開催回数（回）
	1,500
	1,500
	1,500

	
	延参加人数（人）
	34,000
	34,000
	34,000

	介護予防健康セミナー
	開催回数（回）
	1,000
	1,000
	1,000

	
	延参加人数（人）
	13,000
	13,000
	13,000

	転倒予防教室
	実施か所数（か所）
	50
	50
	50

	
	実施回数（回）
	85
	85
	85

	
	延利用人数（人）
	1,800
	1,850
	1,900

	運動指導事業
	実施回数（回）
	2
	2
	2

	
	延利用人数（人）
	330
	340
	350

	
	実利用人数（人）
	45
	45
	45

	ＩＡＤＬ訓練事業
	実施か所数（か所）
	50
	50
	50

	
	実施回数（回）
	85
	85
	85

	
	延利用人数（人）
	1,700
	1,750
	1,800

	認知症介護教室
	実施か所数（か所）
	50
	50
	50

	
	実施回数（回）
	85
	85
	85

	
	延利用人数（人）
	2,100
	2,200
	2,300

	生活管理指導短期宿泊事業
	利用人数（人）
	10
	12
	12

	
	延利用日数（日）
	500
	600
	600

	健康スポーツ活動普及事業
	開催回数（回）
	21
	21
	21

	
	延参加人数（人）
	6,100
	6,100
	6,100


➋　地域介護予防活動支援事業
地域で介護予防活動を実施している団体等を支援します。
ア　地域住民グループ支援事業

要介護者やその家族等に対して、介護保険の利用方法、病気等についての学習、高齢者の閉じこもり予防など、介護予防に関する活動を行う地域住民グループに対し、活動の場の提供を図るなどの支援を実施します。
表５－35 　地域住民グループ支援事業の目標量

	区    分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	開催回数（回）
	45
	45
	45

	延べ参加人数（人）
	1,100
	1,150
	1,200


イ　地域介護予防活動支援事業

ふれあい住民活動の醸成をめざして、寝たきり予防や閉じこもり予防等の活動を行う自主地域支援活動グループやボランティアへの後方支援を行い、地域における介護予防活動を促進します。
表５－36 　地域介護予防活動支援事業の目標量

	区    分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	支援グループ数
	220
	220
	220


ウ　ふれあいいきいきサロン

地域住民が主体となって行うふれあいいきいきサロンは、ひとり暮らし高齢者等の閉じこもり予防に効果があります。開催場所として近所の喫茶店等の利用を促したり、サロンに関わる人を対象とした研修会で他サロンの紹介をすることにより、高齢者の交流・生きがいの場として、気軽に参加でき、魅力のあるサロンづくりに取り組みます。
表５－37 　ふれあいいきいきサロンの目標量

	区    分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	実施か所数（か所）
	215
	215
	215

	延べ開催回数（回）
	1,813
	1,863
	1,913

	延べ参加人数（人）
	52,500
	54,000
	55,500


エ　介護支援ボランティアポイント

介護支援ボランティアポイントとは、介護支援に関わるボランティア活動を行った人に対し、実績に応じて換金可能なポイントを付与する制度です。この制度は、高齢者によるボランティア活動を通じた社会参加および地域貢献を支援することにより、高齢者自身の健康増進や介護予防を図ることを目的としています。

本市が実施している他の制度との整合性を整理し、また、先行する自治体の実施状況等を調査、分析した上で、本制度の導入について検討していきます。

2 　包括的支援事業

(1) 　介護予防ケアマネジメント事業 

地域包括支援センターにおいては、介護予防の効果を高めるため、二次予防事業の対象者に対して必要な介護予防事業のケアマネジメントを行います。

介護予防事業に関するケアマネジメントは、自立保持のための身体的・精神的・社会的機能の維持向上を目標としており、地域包括支援センターが次のようなプロセスで実施します。

①一次アセスメント　→　②介護予防プランの作成　→　③サービスの提供　→　④サービスの提供後の再アセスメント　→　⑤評価
(2) 　総合相談支援および権利擁護事業 

総合相談支援および権利擁護事業は、高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるようにするために、どのような支援が必要かを把握し、地域における適切なサービス、機関又は制度の利用につなげる等の支援を行うものです。

ア　要援護高齢者等の実態把握

総合相談支援業務を適切に行うためには、地域における高齢者の心身の状況や家族環境等の把握が必要になります。このため、地域包括支援センターにおいて、要介護認定者で介護サービスを利用していない人、配食サービスの利用者、65歳以上の高齢者世帯等を訪問するなどして、地域の要援護高齢者等の実態を把握します。
イ　総合相談業務

地域包括支援センターにおいては、サービスに関する情報提供等の初期相談対応をはじめ、必要に応じてさまざなサービスの利用へつなぐ継続的・専門的な相談支援を行います。

ウ　権利擁護事業

地域包括支援センターにおいては、判断能力が十分でない認知症高齢者、虐待を受けている高齢者など、支援が必要と判断される場合には、①成年後見制度利用への支援、②老人福祉施設等への措置入所を市に依頼、③虐待を受けた高齢者の適切な対応などについて、関係機関、民間の団体などと連携して高齢者の権利擁護を図っていきます。

なお、成年後見制度とは、認知症高齢者等の判断能力が不十分な人を保護するため、家庭裁判所に後見等の審判を申し立て、財産管理や身上監護ができるよう支援するものです。後見人には、家族・親族のほか、弁護士、司法書士、社会福祉士等の職業後見人があたっています。本市においては、市民後見人の育成を図り、成年後見制度の普及と利用促進に努めます。

(3) 　包括的・継続的ケアマネジメント事業 

地域包括支援センターにおいては、主治医、ケアマネジャー等との協働、地域のケアマネジャーに対する個別相談やケアプラン作成技術の指導、ケアマネジャーが抱える困難事例への指導助言など、包括的・継続的なケアマネジメントを実現するための後方支援を行っていきます。

3 　任意事業

(1) 　介護給付適正化事業

介護給付の適正化の基本は、介護給付を必要とする受給者を適切に認定した上で、受給者が真に必要とするサービスを、事業者がルールに従って適切に提供するよう促すことです。このような介護給付の適正化を図ることは、不適切な給付を削減する一方で、利用者に対する適切な介護サービスを確保することにより、介護保険制度の信頼感を高めるとともに、介護給付費や介護保険料の増大を抑制することを通じて、持続可能な介護保険制度の構築に資するものです。

本市においては、平成19年12月に「岐阜市介護給付適正化計画」を策定しました。この計画は、①要介護認定の適正化、②ケアマネジメント等の適正化、③介護サービス事業者のサービス提供体制および介護報酬請求の適正化を目標に、具体的な対策方法を定めており、今後もこの計画に従った介護給付の適正化に取り組んでいきます。
(2) 　家族介護支援事業
家族介護支援事業としては、家族介護用品（紙おむつ）支給事業、家族介護慰労金支給事業および家族介護教室を実施します。

表５－38 　家族介護支援事業の目標量

	区　　　　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	家族介護用品支給事業
	延べ利用人数（人）
	1,120
	1,160
	1,200

	
	実利用人数（人）
	280
	290
	300

	家族介護慰労金支給事業
	受給人数（人）
	3
	3
	3

	家族介護教室
	開催回数（回）
	29
	29
	29

	
	延べ参加人数（人）
	750
	800
	850


(3) 　介護相談員派遣等事業
介護相談員派遣等事業は、派遣サービスの種類の増加と介護相談員の能力の向上をめざします。

表５－39 　介護相談員派遣等事業の目標量

	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	相談員数（人）
	25
	28
	30

	延べ派遣回数（回）
	624
	648
	672


(4) 　成年後見制度利用支援事業
認知症高齢者など自己決定能力が低下している人の権利を擁護するための成年後見制度の利用にかかる経費の助成を行います。

表５－40 　成年後見制度利用支援事業の目標量
単位：人
	区　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	助成人数
	11
	13
	15


第6 　介護保険事業費と保険料

	介護保険事業費は大きく分けて、要介護認定者に給付する介護サービス給付費、要支援認定者に給付する介護予防サービス給付費、第１号被保険者を対象にサービス等を提供する地域支援事業費があります。高齢者の増加により、第１号被保険者の負担割合は、第４期の介護保険事業期間より１ポイント上昇し、21％となりました。



1 　介護保険事業費の見込み

(1) 　介護サービス・介護予防サービス給付費

利用者の一部負担を除いた介護サービス・介護予防サービス給付費の見込みは、次表のとおりとなります。

表５－41 　介護サービス・介護予防サービス給付費の見込み 
 単位：千円
	区　　　分
	介護サービス
	介護予防サービス

	
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	(1)　居宅サービス
	9,174,026
	9,359,606
	9,475,668
	1,247,748
	1,328,990
	1,414,324

	
	訪問介護
	1,479,365
	1,482,293
	1,485,222
	333,283
	341,737
	350,191

	
	訪問入浴介護
	137,623
	144,425
	151,893
	1,755
	1,963
	2,172

	
	訪問看護
	437,120
	443,573
	445,069
	40,551
	44,705
	48,859

	
	訪問リハビリテーション
	56,582
	58,464
	60,347
	2,586
	2,889
	3,040

	
	居宅療養管理指導
	200,656
	209,396
	219,433
	9,650
	10,284
	10,824

	
	通所介護
	3,154,518
	3,230,511
	3,306,324
	540,949
	590,685
	640,420

	
	通所リハビリテーション
	1,294,312
	1,336,563
	1,378,813
	190,633
	210,157
	229,681

	
	短期入所生活介護
	1,191,331
	1,190,027
	1,188,724
	11,911
	13,143
	14,374

	
	短期入所療養介護
	135,874
	135,587
	135,300
	2,041
	2,254
	2,468

	
	特定施設入居者生活介護
	443,981
	477,376
	443,981
	23,228
	12,416
	5,580

	
	福祉用具貸与
	601,872
	610,599
	619,770
	88,624
	96,582
	104,540

	
	特定福祉用具販売
	40,792
	40,792
	40,792
	2,537
	2,175
	2,175

	(2)　地域密着型サービス
	3,808,982
	4,058,246
	4,315,422
	23,589
	20,382
	16,812

	
	定期巡回・随時対応型訪問介護看護
	289,400
	434,589
	578,799
	-
	-
	-

	
	認知症対応型通所介護
	250,018
	252,334
	254,526
	2,684
	3,408
	3,770

	
	小規模多機能型居宅介護
	537,874
	632,848
	717,684
	9,568
	11,305
	13,042

	
	認知症対応型共同生活介護
	2,427,705
	2,433,568
	2,439,272
	11,337
	5,669
	0

	
	地域密着型特定施設入居者生活介護
	130,383
	130,383
	130,383
	-
	-
	-

	
	地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
	173,602
	174,524
	194,758
	-
	-
	-

	(3)　住宅改修
	119,630
	119,630
	119,630
	29,908
	29,908
	29,908

	(4)　居宅介護支援
	1,011,524
	1,067,199
	1,111,953
	171,178
	176,770
	182,413

	(5)　介護保険施設サービス
	9,220,040
	9,328,736
	9,716,307
	-
	-
	-

	
	介護老人福祉施設
	4,401,808
	4,483,653
	4,857,398
	-
	-
	-

	
	介護老人保健施設
	4,100,800
	4,103,854
	4,118,995
	-
	-
	-

	
	介護療養型医療施設
	717,432
	741,229
	739,914
	-
	-
	-

	合　　　計
	23,334,201
	23,933,418
	24,738,981
	1,472,422
	1,556,049
	1,643,458


(2) 　地域支援事業費

地域支援事業費はサービス給付費見込額の３％を上限としており、本市の第５期計画の地域支援事業費もサービス給付費見込額の３％とします。

(3) 　介護保険事業費
保険料算定のための事業費としては、(1)(2)のほかに「特定入所者介護サービス費等給付額」「高額介護サービス費等給付額」「高額医療合算介護サービス費等給付額」「算定対象審査支払手数料」があり、その合計は表５－42のとおりです。
表５－42 　介護保険事業費の見込み    
単位：千円
	区　　　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	合　　計

	介護サービス・介護予防サービス給付費
	24,806,623
	25,489,466
	26,382,439
	76,678,528

	特定入所者介護サービス費等給付額
	878,341
	930,385
	984,066
	2,792,792

	高額介護サービス費等給付額
	440,885
	440,885
	461,130
	1,342,900

	高額医療合算介護サービス費等給付額
	84,425
	88,844
	93,380
	266,649

	算定対象審査支払手数料
	34,480
	36,560
	38,640
	109,680

	地域支援事業費
	786,000
	808,000
	837,000
	2,431,000

	合　　　　計
	27,030,754
	27,794,140
	28,796,655
	83,621,549



2 　第１号被保険者の保険料

(1) 　介護保険の財源

介護サービスに必要な費用は、40歳以上の人が納める保険料と、国・都道府県・市町村の「公費（税金）」の半々でまかなわれています。「保険料」の50％は、40～64歳の「第２号被保険者」が29％を、残りの21％を65歳以上の「第１号被保険者」が負担することとされています。

第１号被保険者の負担割合は21％とされていますが、これは調整交付金が５％となる標準的な市町村の率であって、後期高齢者加入割合および所得段階別加入割合によって、21％以上となる市町村、21％以下になる市町村があります。本市の場合、後期高齢者加入割合および所得段階別加入割合とも全国平均なみで、第１号被保険者分の保険料は21.2％となります。

図５－1 　標準給付費の負担割合


居宅サービス（特定施設入居者生活介護を除く）
介護保険施設サービス・特定施設入居者生活介護
(2) 　第１号被保険者の保険料

第２号被保険者（40歳～64歳の人）の保険料は、医療保険の保険料と一緒に医療保険者に納めることになっており、第１号被保険者（65歳以上の人）は市町村に納めることになっています。平成24年度から平成26年度の３年間の第１号被保険者の保険料は、次の算式によって求められます。

保険料（月額）の計算式

〔｛ 24～26年度の介護保険事業費見込額 ×（21％(保険料）＋ (調整交付金）） ｝

－（24～26年度の介護保険事業費見込額 × 調整交付金見込交付割合－ 準備基金取崩額 － 

財政安定化基金取崩による交付額）〕 ÷ 予定保険料収納率 ÷ 所得段階別加入割合補正後被保険者数 ÷ ３年 ÷ 12か月 ＝ 保険料（月額）

上記算式に基づいて計算すると、平成24年度から平成26年度の間の第１号被保険者の保険料は4,840円になります。
表５－43 　第１号被保険者の保険料の推計
	区　　　　分
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	合　　計

	第１号被保険者数
	100,856人
	103,742人
	106,632人
	311,230人

	前期（65～74歳）
	52,739人
	54,028人
	55,318人
	162,085人

	後期（75歳～）
	48,117人
	49,714人
	51,314人
	149,145人

	所得段階別加入割合
	
	
	
	

	第１段階
	2,927人
	3,011人
	3,094人
	9,032人

	第２段階
	17,378人
	17,875人
	18,374人
	53,627人

	第３段階
	6,057人
	6,231人
	6,404人
	18,692人

	第４段階
	6,101人
	6,275人
	6,450人
	18,826人

	第５段階
	19,185人
	19,734人
	20,284人
	59,203人

	第６段階
	11,463人
	11,791人
	12,120人
	35,374人

	第７段階
	12,122人
	12,469人
	12,816人
	37,407人

	第８段階
	9,981人
	10,267人
	10,553人
	30,801人

	第９段階
	11,077人
	11,394人
	11,711人
	34,182人

	第10段階
	2,143人
	2,204人
	2,266人
	6,613人

	第11段階
	2,422人
	2,491人
	2,560人
	7,473人

	合計
	100,856人
	103,742人
	106,632人
	311,230人

	所得段階別加入割合補正後被保険者
	99,488人
	102,335人
	105,185人
	307,008人

	標準給付費見込額
	26,244,754千円
	26,986,140千円
	27,959,655千円
	81,190,549千円

	地域支援事業費
	786,000千円
	808,000千円
	837,000千円
	2,431,000千円

	第１号被保険者負担分相当額
	5,676,458千円
	5,836,770千円
	6,047,298千円
	17,560,525千円

	調整交付金相当額
	1,312,238千円
	1,349,307千円
	1,397,983千円
	4,059,527円

	調整交付金見込交付割合
	4.82%
	4.82%
	4.82%
	　

	　後期高齢者加入割合補正係数
	1.0073
	1.0073
	1.0073
	　

	　所得段階別加入割合補正係数
	1.0013
	1.0013
	1.0013
	　

	調整交付金見込額
	1,264,997千円
	1,300,732千円
	1,347,655千円
	3,913,384千円

	準備基金取崩額
	　
	　
	　
	460,000千円

	財政安定化基金取崩による交付額
	
	
	
	256,238千円

	予定保険料収納率
	98.00%
	

	保険料基準額に対する弾力化をした場合の所得段階別加入割合補正後被保険者数
	96,741人

	99,508人

	102,280人

	298,529人


	保険料（年額）
	
	58,075円
	
	　

	保険料（月額）
	
	4,840円
	
	　


(3) 　所得段階別保険料

第１号被保険者の所得段階別保険料年額は、表５－44のとおりです。

表５－44 　所得段階別保険料

	段  階
	対　　象　　者
	保険料率
	対象者割合
	第１号被保険者保険料年額

	第１段階
	市民税非課税世帯で老齢福祉年金受給の人
生活保護受給の人等
	0.425
	2.9％
	24,600

	第２段階
	市民税非課税世帯で課税年金収入額と年金以外の所得金額の合算額が80万円以下の人
	0.425
	17.2％
	24,600

	第３段階
	市民税非課税世帯で課税年金収入額と年金以外の所得金額の合算額が80万円超120万円以下の人
	0.625
	6.0％
	36,300

	第４段階
	市民税非課税世帯で第２段階、第３段階対象者以外の人
	0.75
	6.1％
	43,500

	第５段階
	市民税課税世帯で本人が市民税非課税であって、課税年金収入額と年金以外の所得金額の合算額が80万円以下の人
	0.9
	19.0％
	52,200

	第６段階
	市民税課税世帯で本人が市民税非課税であって、第５段階対象者以外の人
	1.0
	11.4％
	58,000

	第７段階
	市民税課税の人のうち合計所得金額が125万円未満の人
	1.1
	12.0％
	63,800

	第８段階
	市民税課税の人のうち合計所得金額が125万円以上190万円未満の人
	1.25
	9.9％
	72,600

	第９段階
	市民税課税の人のうち合計所得金額が190万円以上390万円未満の人
	1.5
	11.0％
	87,100

	第10段階
	市民税課税の人のうち合計所得金額が390万円以上590万円未満の人
	1.75
	2.1％
	101,600

	第11段階
	市民税課税の人のうち合計所得金額が590万円以上の人
	2.0
	2.4％
	116,100


（注）保険料年額は、基準額（4,840円）×保険料率×12か月で算出し、100円未満を切り捨てる。
第7 　公平・公正な制度の運営とサービスの向上
	都道府県が処理していた居宅サービス事業者、居宅介護支援事業者、介護老人福祉施設、介護老人保健施設および介護予防サービス事業者の指定等、報告命令、立入検査等について、平成24年度から、指定都市および中核市へ移譲されます。これらの業務を適切に行うとともに、認定調査から、要介護・要支援認定、居宅介護支援・介護予防支援、サービス提供に至るまで、公平・公正に運営するのが保険者である本市の義務と考えます。


(1) 　介護保険サービス提供事業者への指導等

本市の介護保険サービスが適切に提供されるよう、サービス提供事業者への適切な指導等に努めます。また、サービス提供施設の整備にあたっては、介護保険事業計画に基づいて適切な事業者の選定を行います。

(2) 　要介護認定における公平性の確保
介護認定の最初の段階となる認定調査から、要介護認定の統一性と公平性を確保することは重要です。適切な要介護認定が行われるよう､介護認定調査員研修の内容の充実に努めます。
平成20年度から、岐阜市介護給付適正化計画に基づき、認定調査票の調査内容や調査手法の点検等を行っています。

また、介護認定審査会委員に対する現任、新任研修等を随時実施するとともに、介護認定審査会合議体長会議により審査判定に対する考え方の統一を図り、要介護認定の平準化を図っていきます。
(3) 　地域包括ケア会議の設置

地域における多様な社会資源の活用、地域においての課題についての助言等により、地域の支援体制を強化し、高齢者が住み慣れた地域で安心していきいきと生活が送れる地域包括ケアシステムを構築するため、地域包括支援センター職員、医療、介護等の関係者で構成する地域包括ケア会議を設置します。
(4) 　適切な介護サービス計画の作成

適切な介護サービス計画・介護予防サービス計画を作成するためには、介護支援専門員および地域包括支援センターの担当職員が介護保険以外の制度やインフォーマルサービスについても詳しく知る必要があります。介護支援専門員および地域包括支援センターの担当職員の能力向上のために、介護保険およびその周辺事業を理解するための研修会や、困難ケースへの対応等をテーマにした研修会を実施します。また、サービス担当者会議の開催や関係機関の連絡調整を行うよう指導します。
(5) 　相談体制の整備
利用者が制度を正しく理解し安心してサービスが利用できるよう、利用者への適切な助言・回答、サービス事業者への適切な助言・指導を行うために、市の介護サービス相談窓口および地域包括支援センターの担当者の能力向上を図ります。また、気軽に相談できる工夫に努めます。
(6) 　介護サービスの質の向上

介護サービスの質を確保するための方策等の課題を検討するための岐阜市介護サービス適正化委員会の充実を図ります。そして、利用者によりよいサービスを提供できるようサービス提供事業者に対して情報提供に努めます。

(7) 　サービス提供事業者との連携強化

介護保険サービスは民間事業者によるサービスの提供が前提であり、多様化する新たなニーズに対応するために地域密着型サービス運営委員会などを通じて、これまで以上に市とサービス提供事業者との連携を強化する必要があります。

対象者が適切なサービスを受けられるように、個人情報の保護に十分留意しながら、対象者の情報を事業者に提供できるような体制の整備に努めます。また、各事業者の情報を市民に公表するとともに、各事業者間での情報交換を進め、地域密着型サービス運営委員会で整備目標に照らし合わせながら、サービス内容の均質化および充実に向けた支援を行います。

(8) 　身体拘束の禁止

入居・入所・入院施設などにおける身体拘束ゼロをめざして、サービス提供事業者への啓発を推進していきます。

(9) 　保険料収納率

介護保険事業は、公費と40歳以上の被保険者の保険料で運営されています。平成22年度の第１号被保険者（65歳以上）の保険料収納率は98.2％でした。保険料収納率の低下は介護保険制度の崩壊につながりかねないので、保険料の納付に協力していただくよう努めていきます。
予防給付（訪問･通所）





●導入後のイメージ





○状態像にあわせ、見守り・配食等も含めて、生活を支えるための総合的で多様なサービス提供が可能





介護予防（訪問･通所）





配　　　食





見　守　り





現状





介護予防・日常生活支援総合事業を活用した場合





市・地域包括支援センター








予防給付


【介護保険給付】





介護予防・日常生活支援総合事業


【地域支援事業】





利用者の状態像や意向を踏まえて、いずれが適切か判断





（注）介護予防・日常生活支援総合事業の実施にあたっては、地域包括支援センターにおいてケアマネジメントを実施する。





●利用者の選定方法
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